
年金局5

　ところで、「公的年金は何のためにあるのか？」考えた
ことはありますでしょうか。年金の意義は大きく言って以
下の３点あります。

　例えば、「年金は払わずに、個人で貯金しておけばいい」
という人もいます。しかし、人は何歳まで生きるかわから
ないので、どれだけ貯蓄をすればいいのかわかりません。
一方、公的年金であれば、年金を終身で受け取ることがで
き、どれだけ長生きしても年金はずっと受け取れるという
安心も得られます。
　このように、年金は様々なリスクをヘッジする保険機能
を有しています。

　下の表は、平成26年財政検証に関連して公表した「世
代間の給付と負担の関係」という資料の抜粋です。

年金の意義ってなんだろうか?

財政検証は年⾦財政が今後どうなるかをいくつかの
前提をおいてシミュレーションする作業です。そのた
めに以下のものを作成または設定します。

○シミュレーションの初期値にあたる基礎数
（例えば、「基準年の年⾦の受給者の⼈数」）

○基礎数がどのように推移するかを決める基礎率
（例えば、「脱退⼒」や「死亡率」）

○社会・経済状況に関する前提
（例えば、「経済前提」や「⽇本の将来推計⼈⼝」）

これらを適切に理解し、作成するためには、数理的な
知識にとどまらず、経済学やプログラミングなどの幅
広い知識が求められます（もちろん、⼊省してから⾝
につければ⼤丈夫です。）
直近の財政検証は平成26年に⾏い、結果の⼀例が、

下の表です。平成26年（2014）からおおむね100年後
の平成122年（2110）までの、厚⽣年⾦の収⽀の⾒通
しを⽰しています。

専⾨家の⽅々に委員会の場で議論していただいて設定しています。

数理職員が実績データなどから作成しています。

「年⾦は将来どれくらい払われるの？」国⺠の皆様から
のそんな疑問にお答えするのが、「財政検証」です。５年
に１度⾏われ、公的年⾦のおおむね１００年間の収⽀⾒通
しを作成します。財政検証の結果は制度改正の議論を⾏う
上で⾮常に重要な資料です。そして、その財政検証を作成
するのは、我々数理職員の仕事です。

財政検証とは？

こんな資料も作ってます

年金局の数理職員のお仕事① －公的年金の財政検証－

下の表は、平成26年財政検証に関連して公表した
「世代間の給付と負担の関係」という資料の抜粋です。

この資料は、「払い込んだ保険料に対して、何倍の年
⾦が受け取れるか」を、⼀定の前提をおいて試算した
ものです。この資料への世間の注⽬は⼤きく、公表時
には⼀部の新聞で「年⾦の世代間格差」として取り上
げられたりもしました。しかし、公的年⾦の意義や保
険機能を考えれば、この試算だけを⾒て、年⾦の価値
を判断するのは適切ではありません。国会議員の⽅か
らこの資料の説明を求められた時には、年⾦の意義を
熱く語っています！

年金の意義ってなんだろうか？

ところで、「公的年⾦は何のためにあるのか？」考
えたことはありますでしょうか。年⾦の意義は⼤きく
⾔って以下の３点あります。

例えば、「年⾦は払わずに、個⼈で貯⾦しておけばい
い」という⼈もいます。しかし、⼈は何歳まで⽣きる
かわからないので、どれだけ貯蓄をすればいいのかわ
かりません。⼀⽅、公的年⾦であれば、年⾦を終⾝で
受け取ることができ、どれだけ⻑⽣きしても年⾦は
ずっと受け取れるという安⼼も得られます。
このように、年⾦は様々なリスクをヘッジする保険

機能を有しています。

（参考）

年金給付額 倍率

① ② ②／① ②' ②'／① ① ② ②／①

万円 万円 万円 万円 万円 ％

70歳 (1945年生)

65歳 (1950年生)

60歳 (1955年生)

55歳 (1960年生)

50歳 (1965年生)

45歳 (1970年生)

40歳 (1975年生)

35歳 (1980年生)

30歳 (1985年生)

25歳 (1990年生)

20歳 (1995年生)

（注）それぞれ保険料負担額及び年金給付額を賃金上昇率を用いて65歳時点の価格に換算したものをさらに物価上昇率を
　　　用いて現在価値（平成26年度時点）に割り引いて表示したもの。

（注）「高齢者のうち高齢者のみ世帯等に所属する人の割合」は、65歳以上人口に占める世帯主が65歳以上の単独世帯又は
　　　夫婦のみ世帯人員数割合。（「国勢調査」、「日本の将来推計人口(平成24年1月推計)」、「日本の世帯数の将来推計(平成25年1月推計)」から算出）
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における年齢
（生年）

厚生年金（基礎年金を含む） 国民年金

保険料
負担額

年　金
給付額

倍率
65歳以降給付分（再掲） 保険料

負担額

400 1,200 2.8
[2015年度時点で換算]

1,400 4,600 3.4 4,200 3.1 500 1,200 2.2
[2020年度時点で換算]

年　金
給付額

1.9
[2025年度時点で換算]

2,000 5,300 2.7 5,300 2.7 800 1,300 1.7

1,700 4,800 2.9 4,700 2.8 700 1,300

[2030年度時点で換算]

1,100 1,700

900 1,400 1.6
[2035年度時点で換算]

2,600 6,200 2.3 6,200 2.3 1,000
[2040年度時点で換算]

2,300 5,700 2.5 5,700 2.5

3,700 8,300 2.2 8,300 2.2

高齢者のうち高齢者

のみ世帯等に所属す

る人の割合

（40歳時点）
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44.2

48.8

51.3

1,400 2,100 1.5

1.5
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54.5
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54.2

1,500 1.5

6,800 2.3

53.82,300 1.5
[2060年度時点で換算]

[2045年度時点で換算]

3,300 7,500 2.3 7,500 2.3 1,300 1,900 1.5

3,000 6,800 2.3

[2055年度時点で換算]

4,100 9,200 2.3 9,200 2.3 1,500

[2050年度時点で換算]

５．年金局

我が国の公的年⾦制度は、現役世代の負担によって⾼齢者を⽀える「世代間扶養」（社会的扶養）の仕組みを基本
としており、⾼齢期の⽣活のかなりの部分を経済的に⽀えるものとして、極めて重要な役割を果たしています。
数理職員は、そのような年⾦制度の１階及び２階部分（国⺠年⾦と厚⽣年⾦）について、保険料収⼊と年⾦給付⽀

出を中⼼とした収⽀⾒通しを定期的に作成することで財政状況の確認を⾏い、その結果に基づいて制度の企画・⽴案
を⾏っています。
また、上乗せ給付である３階部分に相当する企業年⾦制度についても、法令に基づいて個別の基⾦の指導・監督を

⾏うと共に、経済情勢や他国の状況、世間のニーズ等を考慮しながら、企業年⾦制度がよりよいものとなるように制
度改正の議論等も⾏っています。

こんな資料も作ってます

財政検証は年⾦財政が今後どうなるかをいくつかの
前提をおいてシミュレーションする作業です。そのた
めに以下のものを作成または設定します。

○シミュレーションの初期値にあたる基礎数
（例えば、「基準年の年⾦の受給者の⼈数」）

○基礎数がどのように推移するかを決める基礎率
（例えば、「脱退⼒」や「死亡率」）

○社会・経済状況に関する前提
（例えば、「経済前提」や「⽇本の将来推計⼈⼝」）

これらを適切に理解し、作成するためには、数理的な
知識にとどまらず、経済学やプログラミングなどの幅
広い知識が求められます（もちろん、⼊省してから⾝
につければ⼤丈夫です。）
直近の財政検証は平成26年に⾏い、結果の⼀例が、

下の表です。平成26年（2014）からおおむね100年後
の平成122年（2110）までの、厚⽣年⾦の収⽀の⾒通
しを⽰しています。

専⾨家の⽅々に委員会の場で議論していただいて設定しています。

数理職員が実績データなどから作成しています。

「年⾦は将来どれくらい払われるの？」国⺠の皆様から
のそんな疑問にお答えするのが、「財政検証」です。５年
に１度⾏われ、公的年⾦のおおむね１００年間の収⽀⾒通
しを作成します。財政検証の結果は制度改正の議論を⾏う
上で⾮常に重要な資料です。そして、その財政検証を作成
するのは、我々数理職員の仕事です。

財政検証とは？

こんな資料も作ってます

年金局の数理職員のお仕事① －公的年金の財政検証－

下の表は、平成26年財政検証に関連して公表した
「世代間の給付と負担の関係」という資料の抜粋です。

この資料は、「払い込んだ保険料に対して、何倍の年
⾦が受け取れるか」を、⼀定の前提をおいて試算した
ものです。この資料への世間の注⽬は⼤きく、公表時
には⼀部の新聞で「年⾦の世代間格差」として取り上
げられたりもしました。しかし、公的年⾦の意義や保
険機能を考えれば、この試算だけを⾒て、年⾦の価値
を判断するのは適切ではありません。国会議員の⽅か
らこの資料の説明を求められた時には、年⾦の意義を
熱く語っています！

年金の意義ってなんだろうか？

ところで、「公的年⾦は何のためにあるのか？」考
えたことはありますでしょうか。年⾦の意義は⼤きく
⾔って以下の３点あります。

例えば、「年⾦は払わずに、個⼈で貯⾦しておけばい
い」という⼈もいます。しかし、⼈は何歳まで⽣きる
かわからないので、どれだけ貯蓄をすればいいのかわ
かりません。⼀⽅、公的年⾦であれば、年⾦を終⾝で
受け取ることができ、どれだけ⻑⽣きしても年⾦は
ずっと受け取れるという安⼼も得られます。
このように、年⾦は様々なリスクをヘッジする保険

機能を有しています。

（参考）

年金給付額 倍率

① ② ②／① ②' ②'／① ① ② ②／①

万円 万円 万円 万円 万円 ％

70歳 (1945年生)

65歳 (1950年生)

60歳 (1955年生)

55歳 (1960年生)

50歳 (1965年生)

45歳 (1970年生)

40歳 (1975年生)

35歳 (1980年生)

30歳 (1985年生)

25歳 (1990年生)

20歳 (1995年生)

（注）それぞれ保険料負担額及び年金給付額を賃金上昇率を用いて65歳時点の価格に換算したものをさらに物価上昇率を
　　　用いて現在価値（平成26年度時点）に割り引いて表示したもの。

（注）「高齢者のうち高齢者のみ世帯等に所属する人の割合」は、65歳以上人口に占める世帯主が65歳以上の単独世帯又は
　　　夫婦のみ世帯人員数割合。（「国勢調査」、「日本の将来推計人口(平成24年1月推計)」、「日本の世帯数の将来推計(平成25年1月推計)」から算出）
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５．年金局

我が国の公的年⾦制度は、現役世代の負担によって⾼齢者を⽀える「世代間扶養」（社会的扶養）の仕組みを基本
としており、⾼齢期の⽣活のかなりの部分を経済的に⽀えるものとして、極めて重要な役割を果たしています。
数理職員は、そのような年⾦制度の１階及び２階部分（国⺠年⾦と厚⽣年⾦）について、保険料収⼊と年⾦給付⽀

出を中⼼とした収⽀⾒通しを定期的に作成することで財政状況の確認を⾏い、その結果に基づいて制度の企画・⽴案
を⾏っています。
また、上乗せ給付である３階部分に相当する企業年⾦制度についても、法令に基づいて個別の基⾦の指導・監督を

⾏うと共に、経済情勢や他国の状況、世間のニーズ等を考慮しながら、企業年⾦制度がよりよいものとなるように制
度改正の議論等も⾏っています。

　我が国の公的年金制度は、現役世代の負担によって高齢
者を支える「世代間扶養」（社会的扶養）の仕組みを基本
としており、高齢期の生活のかなりの部分を経済的に支え
るものとして、極めて重要な役割を果たしています。
　数理職員は、そのような年金制度の１階及び２階部分
（国民年金と厚生年金）について、保険料収入と年金給付
支出を中心とした収支見通しを定期的に作成することで財
政状況の確認を行い、その結果に基づいて制度の企画・立
案を行っています。
　また、上乗せ給付である３階部分に相当する企業年金制
度についても、法令に基づいて個別の基金の指導・監督を
行うと共に、経済情勢や他国の状況、世間のニーズ等を考

慮しながら、企業年金制度がよりよいものとなるように制
度改正の議論等も行っています。

　「年金は将来どれくらい払われるの？」国民の皆様から
のそんな疑問にお答えするのが、「財政検証」です。５年
に１度行われ、公的年金のおおむね100年間の収支見通し
を作成します。財政検証の結果は制度改正の議論を行う上
で非常に重要な資料です。そして、その財政検証を作成す
るのは、我々数理職員の仕事です。

　財政検証は年金財政が今後どうなるかをいくつかの前提
をおいてシミュレーションする作業です。そのために以下
のものを作成または設定します。

　これらを適切に理解し、作成するためには、数理的な知
識にとどまらず、経済学やプログラミングなどの幅広い知
識が求められます（もちろん、入省してから身につければ
大丈夫です。）
　直近の財政検証は平成26年に行い、結果の一例が、下
の表です。平成26年（2014）からおおむね100年後の平
成122年（2110）までの、厚生年金の収支の見通しを示
しています。

財政検証とは?

○シミュレーションの初期値にあたる基礎数
　（例えば、「基準年の年金の受給者の人数」）

○基礎数がどのように推移するかを決める基礎率
　（例えば、「脱退力」や「死亡率」）

○社会・経済状況に関する前提
　（例えば、「経済前提」や「日本の将来推計人口」）

数理職員が実
績データなど
から作成して
います。

専門家の方々
に委員会の場
で議論してい
ただいて設定
しています。

数字は仮置き

（参考）

保険料率
　収入合計 　支出合計 年度末

積立金
　所得代替率

（対総報酬）
保険料
収　入

運用収入 国庫負担
基礎年金
拠 出 金

26年度
価格 基礎 比例

平成（西暦） ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ ％ ％

26（2014） 17.474 42.5 30.5 2.3 9.5 46.6 18.0 -4.1 172.5 172.5 3.8 62.7 36.8 25.9
(36.5) (25.9) (2.0) (8.5) (39.9) (15.9) (-3.4) (145.9) (145.9) (3.7)

27（2015） 17.828 45.1 31.7 3.2 9.9 48.0 18.8 -2.9 169.6 168.7 3.6 62.0 36.4 25.6
(38.7) (27.0) (2.7) (8.8) (41.1) (16.6) (-2.4) (143.6) (142.8) (3.6)

28（2016） 18.182 47.3 33.2 3.6 10.2 49.2 19.4 -1.8 167.8 162.8 3.5 61.4 36.0 25.4

29（2017） 18.300 49.8 34.8 4.3 10.4 50.2 19.9 -0.5 167.3 159.2 3.3 60.9 35.6 25.3

30（2018） 18.300 52.3 36.3 5.1 10.6 51.2 20.3 1.1 168.4 157.1 3.3 60.6 35.3 25.3

31（2019） 18.300 54.7 37.8 5.9 10.8 52.1 20.8 2.7 171.1 157.2 3.2 60.3 35.0 25.3

32（2020） 18.300 57.2 39.3 6.7 11.0 53.1 21.2 4.1 175.2 157.3 3.2 60.1 34.8 25.3

37（2025） 18.300 70.6 47.7 10.8 12.1 59.0 23.6 11.6 217.8 163.4 3.5 58.7 33.4 25.3

42（2030） 18.300 86.4 57.6 15.3 13.4 66.6 26.5 19.7 301.2 183.8 4.2 57.2 31.9 25.3

52（2040） 18.300 122.6 76.9 27.3 18.4 98.8 36.7 23.9 530.9 212.6 5.1 52.5 27.2 25.3

62（2050） 18.300 169.1 102.5 40.9 25.7 141.3 51.4 27.8 792.6 208.4 5.4 50.9 25.6 25.3

72（2060） 18.300 229.8 137.0 56.5 36.2 199.1 72.3 30.7 1090.5 188.2 5.3 50.9 25.6 25.3

82（2070） 18.300 302.4 180.8 72.1 49.6 274.4 99.1 28.0 1384.5 156.8 4.9 50.9 25.6 25.3

92（2080） 18.300 388.7 237.3 84.7 66.8 370.9 133.6 17.7 1618.5 120.3 4.3 50.9 25.6 25.3

102（2090） 18.300 492.7 314.5 90.1 88.1 491.2 176.2 1.5 1713.3 83.6 3.5 50.9 25.6 25.3

112（2100） 18.300 613.0 414.6 82.0 116.4 651.3 232.9 -38.3 1538.7 49.3 2.4 50.9 25.6 25.3

122（2110） 18.300 741.0 544.6 42.2 154.2 862.3 308.4 -121.2 741.0 15.6 1.0 50.9 25.6 25.3

（注１）厚生年金基金の代行部分及び共済年金を含む、被用者年金一元化後の厚生年金全体の財政見通しである。

（注２）平成27年度以前は、被用者年金一元化前（～H27.9）の共済年金の厚生年金相当分の収支を含む。ただし、（　）内は旧厚生年金の収支の見通しである。保険料率の引上げスケジュールは、旧厚生年金のものである。

（注３）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

（注４）「26年度価格」とは、賃金上昇率により、平成26(2014)年度の価格に換算したものである。

年度
収　支

差引残

年度末

積立金

積立

度合

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し
（平成２６年財政検証）

○　人口：出生中位、死亡中位　　経済：ケースA（変動なし）

2.0%

2.3%

3.4%

1.1%

1.4%

所得代替率
給付水準

調整終了後

　一元化モデル 50.9% 2044

25.3% 2017

25.6% 2044

　（従来モデル） ( 51.9% )

比例

基礎

給付水準
調整

終了年度

経済成長率（実質<対物価>）
2024年度以降20～30年

長期の経済前提

物価上昇率

賃金上昇率（実質<対物価>）

運用
利回り

　実質<対物価>

　スプレッド<対賃金>

(数値は平成27年3月末）

確
定
拠
出
年
⾦
︵
個
⼈
型
︶

国
⺠
年
⾦
基
⾦

自営業者など 公務員など会社員
第２号被保険者の
被扶養配偶者

1,742万人 4,039万人

第１号被保険者 第３号被保険者第２号被保険者等

6,713万⼈

932万人

国 ⺠ 年 ⾦ （ 基 礎 年 ⾦ ）

厚⽣年⾦保険加⼊員数
3,599万⼈

加⼊員数
441万⼈

（公務員等）

年⾦払い
退職給付

加⼊員数
45万⼈

加⼊者数
21万⼈

確定拠出
年⾦

（企業型）

確定給
付企業
年⾦

（代⾏部分）

厚⽣年⾦
基⾦

加⼊者数
505万⼈

加⼊者数
782万⼈

加⼊員数
363万⼈

３
階
部
分

２
階
部
分

１
階
部
分

年金制度の仕組み

（⺠間サラリーマン）

年金制度の仕組み

厚生年金の財政見通し（平成26年財政検証）
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